
生活介護 月岡俱楽部 運営規程  

  

（事業の目的）  

第１条 社会福祉法人あさひ共生福祉会が設置する月岡俱楽部（以下「事業所」という。）にお

いて実施する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法

律第 123 号。以下「法」という。）に基づく生活介護に係る指定障害福祉サービス（以下

「生活介護」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで

きるよう、入浴、排せつ及び食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の便

宜を適切かつ効果的に行うことにより、障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。  

  

 （運営の方針）  

第２条 利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえて生活介護計画を作成し、こ

れに基づき利用者に対して生活介護を提供するとともに、その効果について継続的な評価を

実施することその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効果的に生活介護を

提供する。  

２ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるととも

に、地域及び家庭との結び付きを重視し、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者等その

他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。  

３ 前２項のほか、新潟県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営等に関する基準

を定める条例（平成 27年新潟県条例第 27 号）に定める内容のほか関係法令等を遵守し、事

業を実施する。  

  

（事業所の名称及び所在地）  

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。  

（１） 名 称 月岡俱楽部  

（２） 所在地 三条市曲渕３丁目８９番地  

  

（従業者の職種、員数及び職務内容）  

第４条 事業所に勤務する従業者（以下「職員」という。）の職種、員数及び職務内容は次のと

おりとする。  

（１） 管理者 １人  

   職員の管理、業務の実施状況の把握その他事業の管理を一元的に行うとともに、従業者に 

対し関係法令等を遵守させるために必要な指揮命令を行う。  

  

   （２）サービス管理責任者 １人以上（うち１名以上は常勤） 

 生活介護計画の作成に関する業務を行うほか、利用者の心身の状況等の把握、利用者の自立

した日常生活に向けた検討等並びに他の従業者に対する技術指導及び助言を行う。 

 

（３）看護職員１人以上  



（４）生活支援員 １人以上 

（５）作業療法士 １人以上 

   

（営業日及び営業時間）  

第５条 営業日及び営業時間は次のとおりとする。   

   （１）営業日   月曜日から土曜日までとする。 

ただし、祝日及び１２月３１日から１月３日までを除く。 

   （２）営業時間 ８時３０分～１７時３０分  

（３）サービス提供時間     午前９時から午後４時までとする。  

            

（利用定員）  

第６条 事業所の登録定員及び利用定員は、２０人とする。  

   

（生活介護の内容）  

第７条 事業所で行う支援の内容は、次のとおりとする。  

（１） 生活介護計画の作成  

（２） 入浴の介護  

（３） 排せつの介護  

（４） 食事の介護  

（５） その他日常生活上必要な支援  

（６） 創作的活動（生産活動）の機会の提供  

（７） 健康管理  

（８） 食事の提供  

（９） 送迎サービス  

（10）相談及び助言等  

   

（支給決定障害者から受領する費用の額等）  

第８条 生活介護を提供した際は、支給決定障害者から当該生活介護に係る利用者負担額（障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号）第２条第

12 号に規定する利用者負担額をいう。）の支払いを受けるものとする。  

２ 法定代理受領を行わない生活介護を提供した際は、支給決定障害者から当該生活介護に係る

指定障害福祉サービス等費用基準額（法第 29 条第３項に規定する厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額をいう。）の支払いを受けるものとする。  

３ 前２項の支払いを受けるほか、生活介護において提供する便宜に要する費用のうち、次に定

める費用については、支給決定障害者から徴収するものとする。  

（１） 食事の提供に要する費用 昼食１食につき６００円（うち食材料費３００円）    

ただし、食事提供体制加算対象者については、食材料費のみ徴収する。  



（２） おやつ １２０円  

（３） 創作的活動に係る材料費 実費  

（４） 日用品費 実費  

（５） その他日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、支給決定障害

者に負担させることが適当と認められるもの 実費  

４ 前３項の費用の額の支払いを受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払っ

た支給決定障害者に対し交付する。  

５ 第３項の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、支給決定障害者に対し、当

該サービスの内容及び費用について説明を行い、支給決定障害者の同意を得るものとする。  

  

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、三条市とする。  

  

（サービス利用に当たっての留意事項）  

第 10 条 利用者は、次の各号に掲げる事項について遵守しなければならない。  

（１） 利用者は、事業所内において政治活動又は宗教活動を行ってはならない。  

（２） 利用者は、事業所に危険物を持ち込んではならない。  

（３） 利用者の所持金その他貴重品は利用者自ら管理しなければならない。  

  

（緊急時等における対応方法）  

第 11 条 従業者は、現に生活介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合は、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、

管理者に報告を行う。  

  

 （非常災害対策）  

第 12 条 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、所在する地域の環

境及び利用者の特性に応じて、火災、地震、風水害、津波その他の非常災害に関する具体的

計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業

者に周知する。  

２ 非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。（虐待の防止のため

の措置に関する事項）  

 

（虐待防止） 

第 13 条 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、次の措置を講ずる。 

（１） 虐待防止に関する担当者の選定及び設置 

（２） 成年後見制度の利用支援 

（３） 苦情解決体制の整備 

（４） 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

（５） 虐待防止委員会の設置  



 （秘密保持等）  

第 14 条 従業者は、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。  

２ 従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

漏らすことがないよう、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨

を、従業者との雇用契約の内容とする。  

３ 他の指定障害福祉サービス事業者等に対して、利用者又は家族に関する情報を提供する際

は、あらかじめ文書により同意を得るものとする。  

  

 （苦情解決）  

第 15 条 提供した生活介護に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口を設置する。  

２ 前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録する。  

３ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45号）第 83 条に規定する運営適正化委員会が同法第 85 条

の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力する。  

  

 （その他運営に関する重要事項）  

第 16 条 従業者の資質の向上のために研修の機会を次のとおり設けるとともに、従業者の勤務

の体制を整備する。  

（１） 採用時研修 採用後１か月以内  

（２） 継続研修  年１回  

２ 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備する。  

３ 利用者に対する生活介護の提供に関する諸記録を整備し、生活介護を提供した日から５年

間保存する。  

  

   附 則  

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。  

  

  

  

  

  

  

  

  



令和７年５月 1 日 改訂 

重 要 事 項 説 明 書 

1、事業者の概要 

法 人 の 種 類 社会福祉法人 

法 人 の 名 称 あさひ共生福祉会 

代 表 者 理事長 名古屋 孝徳 

法 人 所 在 地 新潟県三条市西裏館３丁目６番５４号 

設 立 年 月 令和元年７月２２日 

法 人 の 理 念 「住み慣れた家、住み慣れた地域で最後まで暮らし続けたい」そ

の思いを私たちが実現します。 

 

２、事業所の概要 

事 業 所 名 称 月岡倶楽部 

事 業 の 種 類 生活介護 

事 業 所 番 号 1510400458 

管 理 者 星 宏彦 

所 在 地 新潟県三条市曲渕３丁目２５番３２号 

電 話 番 号 ０２５６－６４－８２０５ 

施 設 概 要 床 面 積 ： ２２０．０８㎡ 

 

３、事業所の設備等の概要 

設 備 の 種 類 部 屋 数 備      考 

作 業 訓 練 室 １室 食堂兼用 

個 室 ３室 個別作業室 

事   務    室 １室  

ト イ レ ３か所  

浴 室 ３か所 個浴浴槽２ 特殊浴槽１ 

脱 衣 室 ２か所  

調 理 配 膳 室 １か所  

相 談 室 １か所  

多 目 的 室 ２か所  

菜 園 １か所  

倉 庫 １か所  

 

 

 

 



４、事業所の目的と運営方針 

事 業 の 目 的  社会福祉法人あさひ共生福祉会が設置する生活介護事業所月岡

倶楽部以下「事業所」という。）において実施する「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成 17 年法

律第 123 号。以下「法」という。）に基づく生活介護に係る指定障

害福祉サービス（以下「生活介護」という。）の事業は、利用者が

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、入浴、

排せつ及び食事の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供そ

の他の便宜を適切かつ効率的に行うことにより、障害者の福祉の

増進を図ることを目的とする。 

運 営 方 針 1、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえて個別

支援計画を作成し、これに基づき利用者に対して生活介護を提供

するとともに、その効果について継続的な評価を実施することそ

の他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効果的に

生活介護を提供する。 

２、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った

サービスの提供に努めるとともに、地域及び家庭との結び付きを

重視し、市町村、他の指定障害福祉サービス事業所等その他の保

健福祉サービス及び福祉サービスを提供する者との密接な連携に

努める。 

３、前２項の他、新潟県指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 27 年新潟県条例第

27 号）に定める内容の他関係法令等を遵守し、事業を実施する。 

 

５、営業時間・定員など 

営 業 日 
月曜日から土曜日までとする。 

12 月 31 日から 1月 3日は休み 

営 業 時 間 午前８時３０分から午後５時３０分  

サービス提供時間 午前９時００分から午後４時００分 

定 員 登録定員  ２０名 

 

 

６、主な職員配置状況（令和７年５月 1日現在） 

職 種 勤 務 内 容 人 員 数 

管 理 者 

１、事業所の従業者・業務の管理を一元的に行います。 

２、法令において規定されている看護小規模多機能型居

宅介護の実施に関し、従業者に対し遵守すべき事項

において指揮命令を行います。 

１名 



サービス管理責任者 

１、適切なサービスが提供されるよう個別支援計画を作

成します。 

２、ご利用者、家族様との相談業務、連携する医療機関

等との連絡・調整を行います。 

1 名 

看 護 師 
１、利用者の健康状態を把握し、主治医や協力医療機関

との連携を行います。 
１名以上 

生活支援員 

１、個別支援計画に基づきサービスの提供を行います。 

２、利用者の心身の状態等を的確に把握し、利用者に対

して介助等のお世話、支援を行います。 

１名以上 

 

７、サービス内容 

サ ー ビ ス の 種 類 サ ー ビ ス 内 容 

日 常 生 活 の 支 援 
入浴の介護、排泄の介護、食事の介護、その他日常生活上必要

な支援を行います。 

創作的活動（生産活動）

の 機 会 の 提 供 
机上課題、手先を使った巧緻作業、製作活動等を行います。 

健 康 管 理 
利用者の投薬管理や疾病予防に努め、毎日の健康観察等を行い

ます。 

食 事 の 提 供 
昼食のみ提供しています。食事は、お弁当を個人の身体状況、

嗜好、栄養バランスに配慮し、食べやすくして提供します。 

送 迎 サ ー ビ ス 自主登所ができない場合、送迎を行います。 

相 談 及 び 助 言 等 
利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等

把握して、適切な相談・助言・援助等を行います。 

 

８、サービス計画 

個 別 支 援 計 画 書 

サービス提供開始する際には、利用者の心身の状況、希望及び

その置かれている状況並びに家族等、介護者の状況を十分に把

握し、個別に個別支援計画書を作成します。また、利用者等の

心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更を行い

ます。 

個別支援計画書の交付 

個別支援計画書の作成にあたっては、その内容について利用者

又は家族に対して十分な説明を行うとともに個別支援計画書

を交付し、利用者の同意を得ます。 

 

 

９、利用料金 

（１）利用者負担について 

提供するサービスについて、厚生労働省の告示の単価【別表】による料金が発生しま



す。利用者負担は、原則、利用料の１割となっていますが、所得に応じて市町村が定め

た利用者負担上限額を上限としています。ひと月に利用したサービス量にかかわらず、

それ以上の負担は生じません。 

  ※負担上限月額等に関する詳細については、お住いの市町村窓口までお問合せ下さい。 

 

【別表】利用料金表（令和７年５月１日現在） 

 区分 6 区分 5 区分 4 区分 3 区分 2 以下 

3 時間未満 517 単位 386 単位 268 単位 239 単位 218 単位 

3 時間以上 
4 時間未満 

646 単位 483 単位 335 単位 300 単位 273 単位 

4 時間以上 
5 時間未満 

774 単位 578 単位 401 単位 358 単位 327 単位 

5 時間以上 
6 時間未満 

904 単位 676 単位 469 単位 419 単位 381 単位 

6 時間以上 
7 時間未満 

1,258 単位 941 単位 652 単位 583 単位 532 単位 

7 時間以上 
8 時間未満 

1,291 単位 966 単位 669 単位 598 単位 545 単位 

8 時間以上 
9 時間未満 

1,353 単位 1,0270 730 単位 660 単位 607 単位 

 

 

時間延長加算 

所要時間（=営業時間+延長時間） 報酬単価 

9 時間以上 10 時間未満 100 単位/日 

10 時間以上 11 時間未満 200 単位/日 

11 時間以上 12 時間未満 300 単位/日 

12 時間以上 400 単位/日 

 

 

 

 



 ②加算項目 

 ア、事業所がとっている体制により、下記の通り料金が加算されます。 

加算項目 単位数 利用者負担額 内 容 

人員配置体制加算（Ⅳ） 38 単位 38 円 

通常より手厚い人員配置を行ってい

る場合、利用 1 日につき加算されま

す。 

福祉専門職員配置等加

算（Ⅰ） 
15 単位 15 円 

有資格者が一定割合以上の場合、利

用１日につき加算されます。 

常勤看護職員等配置加 28 単位 28 円 

常勤換算で 1 名以上の看護師を配置

している場合に、利用定員に応じ、

所定単位数に常勤換算法で算定した

看護職員の数（４名）を乗じて得単

位数を加算します。 

福祉・介護職員処遇改善

加算（Ⅰ） 
月利用単位×4.4％ 

福祉・介護職員の処遇改善の取り組

みとして、法令の要件を満たす場合

加算されます。 

福祉・介護職員等特定処

遇改善加算（Ⅰ） 
月利用単位×1.4％ 

福祉・介護職員の処遇改善の取り組

みとして、上記の処遇改善加算を取

得し、厚生労働省の定める職場環境

要件に関し、複数取り組みを行って

いる等を条件に加算されます。 

福祉・介護職員等ベース

アップ等支援加算 
月利用単位×1.1％ 

福祉・介護職員の処遇改善の取り組

みとして、法令の要件を満たす場合

加算されます。 

 

 

 イ、事業所がとった対応の内容により、下記の通り料金が加算されます。 

加算項目 単位数 利用者負担額 内 容 

初期加算 30 単位 30 円 

サービス利用の初期段階（開始から 30 日

間）において、利用 1日につき加算されま

す。 

欠席時対応加算 94 単位 94 円 

利用者が急病等により利用を中止した場合

に、連絡調整や相談援助を行なった場合に

加算されます。月４回まで加算されます。 

送迎加算 

21 単位 

もしくは

10 単位 

10 単位 

1回の平均利用者数が10名以上で月3回以

上送迎の場合送迎加算Ⅰになり片道 21 単

位。週 3 回以上送迎の場合は送迎加算Ⅱに

なり片道 10 単位 



入浴加算 80 単位 80 円 

対象者は、医療ケアが必要な方,重症心身

障害者。 
これ以外の方は負担が発生する可能性があ

ります。（500 円） 

集中的支援加算 1000 単位 1000 円 

強度行動障害を有する利用者の状態が悪化

した場合に、広域的支援人材が事業所等を

訪問し、集中的な支援を行った場合、3か

月以内の期間に限り 1月に 4回を限度とし

て所定単位を算定する。 

 

 ③給付対象外のサービス 

内 容 料 金 

食事の提供に係る費用 お弁当代実費（お弁当 570 円＋味噌汁代８０円） 

おやつ 120 円 

教材費 月 300 円 

  

 

 ④食事キャンセル料 

  利用予定日の直前にキャンセルした場合は、下記の通りキャンセル料をいただきます。 

キャンセル料の時期 キャンセル料 

利用予定日の前日まで 無料（前日 11：00 までのキャンセルの場合 ） 

利用予定の当日 お弁当代 570 円 

 

（２）料金の支払い方法 

利用者負担額及びその他の費用について、サービスを利用した月の翌月１０日までに利用

月分の請求書をお届けします。 

支払い方法 支払い要件 

利用者指定口座からの自動振替 サービスを利用した月の翌月 20 日までに指定する口

座より引き落とします。 

事業者指定口座への振り込み サービスを利用した月の翌月の 20 日までに、事業者

が指定する下記口座にお振込み下さい。 

三条信用金庫 本店 014 普通 8521966 

口座名義   社会福祉法人 あさひ共生福祉会 

       理事長 名古屋 孝徳 月岡倶楽部 

お支払いを確認しましたら、必ず領収書をお渡ししますので、保管をお願いします。また、

介護給費等について市町村より給付を受けた場合は、受領通知をお渡ししますので、必ず保

管をお願いします。 

 



１０、個人情報の保護について 

（１）事業者及び従業者は、正当な理由が無い限り、利用者又は利用者の家族の秘密を洩ら

しません。また、職員は事業所退職後も秘密保持の責任が継続されます。 

（２）関係機関等に対して、利用者又は利用者の家族に関する情報を提供する際は、あらか

じめ同意を得るものとします。 

（３）事業者は法令に基づいて、利用者の記録及び情報を適切に管理しています。また、処

分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

（４）事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示します。ま

た、記録及び情報については、サービスを提供した日から５年間保管します。 

 

１１、緊急時の対応について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合やその他必要な場合は、速やかに

主治医、関係医療機関に連絡を行う等の必要な措置を講しるとともに、利用者があらかじ

め指定する連絡先にも連絡します。 

 

【主治医】 

医 療 機 関 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

主 治 医 名  

 

【緊急連絡先】 

氏 名  

住 所  

電 話 番 号  

 

【協力医療機関】 

医 療 機 関 名 社会医療法人 嵐陽会 三之町病院 

所 在 地 新潟県三条市本町５丁目２番３０号 

電 話 番 号 0256-33-0581 

 

１２、事故発生時の対応方法について 

利用者に対する生活介護の提供により事故が発生した場合は、県、市町村、利用者の

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する生活介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行います。 

本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 



保 険 会 社 名 あいおいニッセイ同和損保 

保 険 名 介護社会福祉施設総合保険 

保 険 の 概 要 賠償責任保険 

 

１３、非常災害時の対策 

非常時の対応 非常災害時には、別途定める消防計画に従って対応します。 

平常時の訓練等 消防法令に基づき消防計画を立て、職員及び利用者が参加する

消火、通報及び避難訓練を少なくとも年２回は実施します。そ

の内、年１回以上は総合訓練を実施します。 

防火管理者 島名 敏 

防犯、防火設備、避難

設備等の概要 

火災報知設備（煙感知、の作動により、火災の場合は施設から

消防署に通報致いたします。）、消火器、誘導灯 

 

1４、虐待の防止のための措置 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のため、「障害者虐待の防止、障害者

の養護者に対する支援等に関する法律」を遵守するとともに、下記の対策を講じます。 

 （１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者  星 宏彦 

 （２）苦情解決体制を整備しています。 

 （３）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 （４）虐待防止委員会を設置しています。 

 

１５、身体的拘束について 

身体拘束の禁止 事業所は、身体拘束を行いません。 

緊急やむを得ない場合 利用者又は他の利用者、職員等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合には、組織により決定し、家族に身体拘

束についての詳細説明を行い、個別支援計画に記載し同意を得

たときにのみ、その条件と期間内にてのみ身体拘束等を行うも

のとします。 

身体拘束を行った場合

の記録 

その様態及び時間、その他利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由その他の必要な事項を記録します。 

 

１６、苦情解決の体制及び手順 

（１）事業所の苦情：相談窓口 

   提供した生活介護に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるため

の窓口を設置しています。 

事 業 者 の 窓 口 窓 口 担 当 者   島名 敏 

苦情解決責任者   星 宏彦 



受    付    日   月曜日～金曜日 

受  付  時  間   午前９時００分から午後５時００分 

電  話  番  号   0256-64－8205 

F  A  X 番  号   0256-64－8206 

第 三 者 委 員 棚橋正典  090-8943－7379 

 

（２）行政機関その他の苦情受付機 

   本事業所では解決できない苦情や虐待等の相談は、行政機関又は新潟県社会福祉協

議会に設置された運営適正化委員会に申し立てることができます。 

市町村の窓口 所   在   地     三条市旭町２丁目３番１号 

受 付 担 当 課   福祉課 

電  話  番  号     0256-34-5408 

新潟県福祉サービス運

営適正化委員会 

所   在    地   新潟県新潟市中央区上所２丁目２番２号 

          新潟ユニゾンプラザ３階 

実 施 機 関   新潟県社会福祉協議会 

受    付    日     月曜日～金曜日 

受  付  時  間     午前９時００～午後５時００分 

電  話  番  号     025-281-5609 

 

１７、事業所ご利用の際にご留意いただく事項 

市町村の支給決定内容

等の確認 

サービス提供に先立って、受給者証に記載された支給量・支給

内容・利用者負担上限月額を確認させていただきます。受給者

証の住所、支給量などに変更があった場合は、速やかに事業者

にお知らせ下さい。 

設備・器具の取り扱い 

他者へ損害 

事業所内の設備、器具は、本来の用法に従ってご利用下さい。

これに反したご利用により破損した場合は、弁償していただく

場合があります。また、他者に損害を与えた場合は、その賠償

をしていただく場合があります。 

※賠償責任保険に加入されることをお勧めします。 

宗教活動等 事業所内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活

動はご遠慮下さい。 

危険物の持ち込み 事業所への危険物の持ち込みはご遠慮下さい。 

貴重品の管理 利用者の所持金その他の貴重品は、利用者自ら管理していただ

きます。なるべく貴重品は、お持ち込みにならないようにお願

いします。 

 

１８、第三者評価の実施状況について 

第三者評価の実施 有  ・  無   



サービス提供の開始に際し、利用者に対して本書面に基づき、重要事項の変更について

説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 新潟県三条市西裏館３丁目６番５４号 

法 人 名 社会福祉法人あさひ共生福祉会 

代 表 者 名 理事長  名古屋 孝徳       印 

事 業 所 名   生活介護事業所 月岡倶楽部 

事 業 所 住 所 新潟県三条市曲渕３丁目２５番３２号 

説 明 者 氏 名 管理者 星 宏彦                    印 

 

 

 

 本書面により、重要事項についての説明を事業者から確かに受けました。 

利 用 者 
住 所  

氏 名                   印 

 

 

 

 利用者は、身体の状況等により署名ができないため、利用者本人の意思を確認の上、 

私が利用者に代わって、その署名を代筆しました。 

代 理 人 
住 所  

氏 名                   印 

   

 

                     契約日  令和   年   月   日 


